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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　日本国政府はカザフスタン共和国政府の要請に基づき、同国のアスタナ上下水道整備計画連携

実施設計調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することとしました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成14年５月15日

から５月23日までの９日間にわたり、国際協力事業団国際協力専門員 山本敬子を団長とする事前

調査団を現地に派遣しました。

　調査団は本格調査に係る要請の背景等を確認するとともに、同国政府の意向を聴取し、かつ現

地調査の結果を踏まえ、同国政府との間に本格調査に関する実施細則（S／W）及び協議議事録

（M／M）に署名しました。

　本報告書は、引き続き実施を予定している本格調査に資するために、今回の調査結果を取りま

とめたものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心から感謝申し上げます。

　平成14年７月
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第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景、調査目的

　カザフスタン共和国（以下、「カザフスタン」と記す）政府は、ナザルバエフ大統領の強いイニシア

ティブにより、1997年12月に首都をアルマティから国土のほぼ中央に位置するアスタナに遷都し

た。続いて、カザフスタン政府は新首都開発の青写真を描くため、我が国に対し協力を要請し、

国際協力事業団（JICA）は2000年１月よりマスタープラン（M／P）策定に係る開発調査を開始し、

2001年７月に終了した。

　右開発調査を通じて、早急に取り組むべき優先プロジェクトとして上下水道施設整備計画が確

認され、並行して同計画に係るフィージビリティ・スタディ（F／S）が実施された。F／Sの結果、

イシム川を挟んで旧市街地と新市街地双方を含む市の中心部、裨益人口約49万人（目標年度2010年）

を対象とする、①取水施設新設、②浄水場増設、③配水管取替・新設、④水道メーター設置、⑤

下水処理場リハビリ、⑥下水管取替などの事業計画が策定された。さらに、事業の緊急性と担当

機関（アスタナ水道公社）の技術能力の観点から、JICAによる詳細設計調査の実施が要望された

（2001年８月）。

　当該上下水道整備計画は、以前よりカザフスタン政府から優先度の高い案件として日本に協力

を求められており、1999年12月のナザルバエフ大統領来日時に円借款供与の正式要請がなされた

経緯がある。

　日本政府は、JICAのF／S結果を踏まえ、円借款要請に対し、2002年１月審査ミッションを派遣

した（JICAも同ミッションに参加）。審査の結果、新市街地を計画対象外地域にするなど、

F／S結果に若干修正を加え、総額284億8,000円（円借款対象額213億6,000円）の合意文書に調印し

た。

　以上の背景により、円借款対象事業の範囲に関し、連携実施設計調査として実施するものであ

る。

　今次事前調査の目的は、本格調査に係るカザフスタン政府の要請内容の確認を行うとともに、

カザフスタンとの実施細則（S／W）署名及び交換を行うことである。

１－２　団員構成及び日程

担当分野 氏　　名 所　　　　　属

総括／上下水道 山本　敬子 国際協力事業団 国際協力専門員

調査企画／事前評価 三條　明仁 国際協力事業団 社会開発調査部 社会開発調査第一課

通　　訳 Natalia Karkotskaia
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１－３　協議の概要

（１） 先方負担事項

１）　所得税等免除に関し、カザフスタン大蔵省より、本邦契約ベースのコンサルタントに対

し、所得税を課税する旨通告があった。日本側より、コンサルタントとJICAとの契約は日

本で実施され、所得は日本での課税対象となることから、カザフスタンでの課税は二重課税

となる。これにより、カザフスタン側の負担事項に従い免除するよう再考を促した。これに

対し、大蔵省は、課税対象か否かを判断するのは国家歳入省であり、大蔵省としてはいかん

ともしがたいとの返答があった。免税条項については、調査開始時に両国間で交換された口

上書にも規定されており、カザフスタン側が履行すべき内容である旨、再度申し入れしたと

ころ、口上書については外務省が締結した文書で、（合議がなかった）大蔵省としては、承知

Activity
No. Date ①Ms. YAMAMOTO ②Mr. SANJO ③Ms. Natalia

Remarks

1 13.May Mon Tokyo 1055→
London 1505

②BA006／London

2 14.May Tue London 1405→ ②BA6727
3 15.May Wed →Almaty 0550

Meeting with
EOJ
Almaty 1930→
Astana 2100

Almaty 1250→
Astana

②9Y737／Astana
③9Y735／Astana

4 16.May Thu (AM) Courtesy Call to CDC,
MOET, MOF
(PM) Discussion on S／W with
CDC, ASA. Akimat

②③Astana

5 17.May Fri Tokyo 1025→
Amsterdam 1510

Discussion on S／W with CDC,
ASA. Akimat

①KL862／Amsterdam
②③Astana

6 18.May Sat Amsterdam 1405→ Site Survey ①KL409
②③Astana

7 19.May Sun →Almaty 0150
Almaty 1255→
Astana 1425

Revising S／W & M／M ①9Y735
②③Astana

8 20.May Mon Discussion on Minutes of Meeting with CDC, ASA,
Akimat

Astana

9 21.May Tue Site Survey
(Water Intake／Treatment Facility／Reservoirs etc.)

ditto

Signing of S／W, M／M with MOET, MOF, CDC,
ASA, Akimat

10 22.May Wed

Astana 1530→Almaty 1700
Report to EOJ

translation of
collected
documents

①②9Y736／Almaty
③Astana

11 23.May Thu Almaty 0415→Frankfult 0610
Frankfult 1345→

Astana 0725→ LH647

12 24.May Fri →Tokyo 0740 LH710
CDC：Capital Development Corporation EOJ：Embassy of Japan
MOET：Ministry of Economy and Trade ASA：Astana Su Arnasy
MOF：Ministry of Finance Akimat：Astana City Government
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していないとの返答があった。日本側より、本件はS／W署名の前提条件であることを通告

したところ、大蔵省より問題解決のための３つの提案があった。

①　（免税を規定した）口上書を修正し、日本側が税金を支払うこと

②　免税条項を入れたS／Wをカザフスタン国会で批准させること

③　免税分をカザフスタン受入機関（この場合首都開発公社）が肩代わりすること

　①については日本側の対応が不可能であり、③についても首都開発公社（CDC）に確認し

たところ負担は困難であることが確認された。②については、過去に、S／Wのような実施

機関レベルでの文書では議会提出書類としては不十分であり、政府間の公式文書である

E／Nで締結し直すようカザフスタン側から後になって指示があり、結局問題解決にいたっ

ていない事例があることから、②案も現実的ではないと調査団は判断し、検討しないことと

した。

　そこで、調査団は課税を主張している国家歳入省から、免税レターを直接取り付けること

を強く申し入れ、同レターをもって免税条項を担保するものとした。しかしながら、免税を

責任をもって保証するレターは入手することができず、当該S／Wで規定されている免税条

項は国内免税関連法に合致していることを国家歳入省が確認するにとどまった（付属資料

３．協議議事録）。ただし、免税に関する問題が生じた際は、本件調整機関であるCDCが問

題解決に向けて最大限の努力を払うことを確認した。

２）　外国人登録及び査証費用の免除は応じられないが、登録の代行及び査証取得に関する便

宜供与（invitation letterの発行等）については協力できるとのコメントがあった。日本側は

過去の協力案件の例から、カザフスタン側の右対応で同意する旨、回答した（ただし、

S／Wの記載ぶりについては変更しないこととした）。

３）　カザフスタンで設計作業に従事するコンサルタントはカザフスタンのコンサルタント登

録を行う必要があるとの説明があった。背景としてはF／S終了時に調査結果をカザフスタ

ン国内で承認する過程において、技術委員会から指摘があった。それは、カザフスタンにお

けるコンサルタント未登録の者が設計業務を行うことについて議論になったことである。調

査団は、本件は技術協力の一環として実施されることから、登録手続きは免除するよう申し

入れをし、先方の同意を得た。

４）　情報の提供

①　地形データ等を含む情報は秘密情報に該当し、当該情報を入手する際は、情報提供機関

とコンサルタントとの間で、agreementを締結しなければならないとの説明がカザフスタ

ン側よりあり、CDCがその調整を行うことを前提に日本側は合意した。

②　カザフスタン側より、F／S実施時に有料で民間企業から情報を入手し、コンサルタン

トに提供していた例があることから、情報は有料で提供したい旨申し入れがあった。これ
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に対し、日本側よりカザフスタン政府内になくて、民間企業に所在する情報については、

有料で直接コンサルタントが入手する場合もあり得ると説明し、カザフスタン側の理解を

得た。

（２） 実施体制

　コンサルタントとday-to-day operationを専属的に実施するPIU（Project Implementation

Unit）の準備状況を調査団が質問したところ、PIUは今後、設置されないことが決定したとカ

ザフスタン側より説明があった。これまで実施されてきた円借款事業では、確かにPIUが設置

されていたが、本来技術的な観点から事業を監理監督する機能を果たすべきにもかかわらず、

コンサルタントに対して影響力を発揮することができずPIUの存在意義が小さいとの大蔵省の

指摘を受け、今後は一切の案件にPIUを設置しないこととなった。

　これを受け、PIUに代替する機関としてアスタナ政府（Akimat）の都市開発計画管理局の下

にWorking Groupを設置し、調査結果に対して、技術的な観点から監理するとの説明がカザ

フスタン側よりあった。ただし、代替する機関といっても、構成員は専属のスタッフではな

く、本来業務との兼任という形態をとっている。したがって、コンサルタントはday-to-day

operationを当該Working Groupと行うことは実質的に不可能であるため、関連機関と個別

にやりとりすることとなる。

（３） 署　名

　調査団より円借款連携案件につき、2002年１月に調印された国際協力銀行（JBIC）アプレイ

ザル審査調査協議議事録と同様の署名者を求めたところ、Akimat都市開発計画管理局長であ

るFumichyov氏を署名者にあらたに加え、大蔵省の署名は省略したい旨回答があった。先方

よりFumichyov氏は、Akimatに設置されるWorking Groupの代表者であるため、署名が必

要であり、また、本件は円借款事業ではないため、大蔵省の署名は必要がないとの説明があっ

た。調査団としては、本件は技術協力事業であるものの、円借款事業と密接に関連しているた

め、大蔵省からの署名は必須である旨強く要望し、最終的に大蔵省からの署名を当初案とお

り、取りつけた。

（４） 技術仕様

　アスタナ上下水道公社（ASA）より今回の調査対象施設及び機材に関する仕様等をまとめた

文書（Scope of Workと呼んでおり、以後「カザフ版S／W」と記載する）の提出がロシア語であ

り、このカザフ版S／Wに基づいて、詳細設計調査（D／D）を実施するよう指示があり、協議

議事録（M／M）に別添し、確約するよう要請された。
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　カザフ版S／Wの文書の位置づけについて質問したところ、国内法で調査開始時に、カザフ

版S／Wをカザフスタン側で作成することになっているため、2001年末に作成したとのことで

あった。

　今回の調査対象範囲はF／SはもちろんのことJBICのアプレイザル審査で確認された調査対

象範囲と合致しているため、JBICアプレイザル審査時に当該カザフ版S／Wの内容が反映さ

れているかどうか確認した。その結果、ASAより同S／Wを受領しておきながら、JBICとの

交渉の責にあったCDCが取り上げなかったことが判明した。

　調査団より、カザフスタン側の意向は最大限尊重する方針に変わりはないが、JBIC事業と

の整合性を図る観点から、今般提出のあったカザフ版S／Wを今回のM／Mには別添できない

旨説明し、了解を得た。ただし、カザフ版S／Wについてはコンサルタントに事前に配布する

こととするため、カザフスタン側に英語版の提出を求めた。

（５） コンポーネントの確認

１）　S／WにはWaste Water Treatment Facilityに設置されるはずのinterconnecting pipes

がComponent E に含まれるのではないかとの質問があり、JBICの協議議事録を引用し、

建設費用に含まれていることから、調査対象に含まれると回答した。

２）　新規浄水施設について、“WTP with rapid sand filtration”と記載されているが、カザフ

スタン側としてはカザフ版S／Wに則り、最新式の浄水施設を想定しているため、変更して

ほしい旨要望があった。カザフ版S／Wの取り扱いについては、前述のとおり、内容を吟味

して最大限に意向をくみ取るしかないとの回答をした。

（６） 財務・会計改善

　ASAの財務・会計改善についてはJICA F／Sによって勧告され、JBICによってもその必要

性が再確認されている。これを受けて、JICAは2001年～2002年にかけて短期専門家２名を派

遣し、水道料金の設定方法などについて提案を行ったが引き続き改善指導をASAに対して実

施する必要があることから、今次D／D期間中においても詳細設計業務に加えて、財務・会計

改善にかかる技術移転を含めたい旨の日本側意向を伝えたところ、ASAより自身の健全経営

ぶりについて言及しその必要性がない旨、主張した。しかしながら、ASAの財務状況が健全

ではなく、会計システムにも多くの非効率性が指摘されていることは短期専門家の報告から判

明している。最終的には財務・会計にかかる技術指導を行うようカザフスタン側から要請があ

りS／Wに含めることとした。
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（７） レポート

１）　円借款本体の入札が終了するまで、報告書の取り扱いを“Confidential”とすることで合意

した。

２）　最終調査結果について、カザフスタン側技術委員会による承認作業が必要であることを

確認し、承認のための資料としてドラフト・ファイナル・レポート（DF／R）を提出するこ

とで合意した。日本側より、ファイナル・レポート（F／R）策定までの時間を空けたくない

ため、ドラフト・ファイナル・レポート受領後１か月以内にカザフスタン側に正式コメント

を送付するよう申し入れした。しかしながら、カザフスタン側からは２か月間は必要との見

解が示され、調査終了時期が遅れることをカザフスタン側が承知のうえで、２か月間をコメ

ントの取り付け期間としてもうけることにした。もしコメントの提出が期限までにない場

合、コメントなしとしてファイナル・レポート作成に進むことも説明し了解を得た。

３）　報告書は英語版に加えて、カザフスタン側の調査内容の円滑な理解を促進するためJICA

側でロシア語版も作成し、もし両者に相違があった場合は英語版を優先することを確認し

た。

（８） JICA D／D

　カザフスタンにおける連携D／D調査は初めてであることから、今回のD／Dを通常の円借

款案件のD／Dとカザフスタン側は位置づけていると考えられる。つまり、D／Dコンサルタ

ントをカザフスタン側が発注者となって、雇用できるものと考えている。ただし、繰り返しの

説明により、D／D費用はJICAによる技術援助（先方は“grant”と呼んでいる）であり、D／D

コンサルタント（Prime Contractor）は邦人企業であり、発注者はJICAであることを最終的に

は理解を得た。

　今回はあくまでも技術協力で実施されることから、あくまでもコンサルタントの雇用主は

JICAであり、派遣されるコンサルタントは技術指導を行う専門家という位置づけであること

を説明した。

　関連して、D／Dコンサルタントが発注する現地再委託について、その選定にカザフスタン

側の参加の可否を聞かれたが、技術仕様書検討の段階での参加は可能であるが、カザフスタン

側が想定している特定の企業との特命随意契約を意味するものではない旨、重ねて説明し理解

を得た。

　以上のやりとりをM／Mに載せたい旨、日本側より申し入れしたが、CDCより強い反対が

あり、記載しないこととした。
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（９） 現地企業

　カザフスタン側より現地企業の積極活用について、繰り返し要望があり、現地企業に再委託

できる作業についてはできるだけ再委託する調査計画とすることで、配慮する旨、調査団より

伝えた。現地再委託を予定している項目として、測量調査、地質調査、図面作成、水質調査な

どであることも説明した。

（10） 調査名

　ASAより案件名の「Sewerage System」のロシア語について、カザフスタンでは灌漑排水用

下水も含むことになり、誤解を関係者に招くため、『家庭用生活水及び工業用水のための

「Sewerage System」』に変更してほしい旨、要望があった。これに対して調査団より、英語に

ついてはASAが指摘するような誤解は生じないため、従来どおりとし、ロシア語については

変更することは可能である旨、説明した。しかしながら、CDCより、本件はF／Sから続いて

いる案件であり、F／S時とは別の案件名を用いるのは好ましくないところ、ロシア語につい

ても変更しないことで、カザフスタン側より最終確認を得た。

（11） 設計基準

　設計基準については現地で用いられている基準（GOST、Snip等）と国際的に用いられている

基準を併用する方式で、個々のケースに応じて、カザフスタン側の合意を得ながら適用してい

くことを確認した。

（12） 取付管

　配水管と住居をつなぐ取付管（Service Pipe）に係る敷設設計・計画ついては調査の対象外、

つまりは事業の対象外であり、カザフスタン側が責任をもって実施することを確認した。

（13） 水理計算

　S／WのIV. Phase I 1.4.4. Hydraulic Calculationについて、カザフスタン側から目標年度

の2010年だけでなく、2020年及び2030年についても計算するよう要望があった。これはカザ

フスタン側の設計基準であるSnipに基づくもので、F／S時にも同様に計算されているとの説

明であった。日本側は大きな作業量の発生にならないのであれば、2020年及び2030年につい

て水理計算することは可能である旨、回答した。

（14） 塩素貯蔵施設

　これまでの協議になかった塩素貯蔵施設の追加を要請されたが、要請背景及び必要性が判断
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し得なかったところ、今回の調査対象施設には含めなかった。もし今後必要であれば、臨機応

変に対応することは言う迄もないが、新規施設・機材の追加は円借款本体にも影響するとこ

ろ、JBICともよく協議する必要がある旨、説明した。

（15） 調達パッケージ

　JBICアプレイザル審査時に確認されたとおり、上下水道１パッケージで入札することを想

定して、入札図書（案）を作成することを再確認した。ただし、ASAは本件がJBICとの協議時

に確認されたことを承知していなかった。

（16） S／WとM／Mの言語

　S／WとM／Mについては、英語版を日本側が、右英語版に基づいてロシア語版をカザフス

タン側が作成し、両言語版に署名することとした。ただし、英語版を正本とすることとし、ロ

シア語版に記載されている事項で翻訳の誤りや解釈の相違が生じた場合は、英語版に記載され

ている事項を優先することで合意した。

　また、先方負担事項を中心に、S／Wの修正をカザフスタン側から求められたが、定型文書

につき、基本的にはM／Mで確認したい旨、説明した。また、当該S／WはM／Mと併せて今

回の実施細則を規定したものであり、S／Wの記載事項がM／Mの記載事項を優先するもので

はないことを説明し、理解を得た。
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第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言第２章　本格調査への提言

２－１　対象地域の概要

（１） カザフスタン国の概要

　カザフスタンは1991年旧ソビエト連邦から独立したが、共産党政権ナザルバーエフ大統領

は親ロシア派でありCISに属しロシアとの密接な関係を保持している。国内にロシアの宇宙基

地、セミパラチンスク旧核実験場がある。

　カスピ海側に石油資源があり、独立後の工業化・経済発展の重要な鍵となっている。

　人口は1,495万人、カザフ人53.4％、ロシア人30.3％、ウクライナ人3.7％などで構成され

ている。公用言語はカザフ語とロシア語。１人当たりGNPは1,230ドル（1999年）通貨はテンゲ

で１ドル＝150テンゲ（2002年１月時点）である。

　国の面積は271万7,000㎞２、北と北西にロシア、東に中国、南にキルギス、ウズベキスタ

ン、トルクメニスタンと国境を接し、西はカスピ海に面している。キルギス、中国との国境に

東西に天山山脈が横たわりその最高峰は7,000ｍを超え、万年雪をいただいた美しい姿をみせ

ている。

　カザフスタンの首都は南東部のキルギス国境に近いアルマティ市であったが1997年12月、

国の中央部に位置し、交通・物流の要であり、国全体をバランスよく開発するために最適地と

して大統領がアスタナに遷都した。

（２） アスタナの概要

　アスタナは中央アジア南部草原地帯に属し、市全体の面積は約250㎞２、北緯51度、東経72

度付近に位置し、地形は平坦であるが東から西に緩やかに傾斜している（標高370ｍ～345ｍ）。

　地質はシルト岩や砂岩等の古生代地層を形成しているウラルーモンゴル帯層に属し、河川や

湖で沖積第四紀層が発生し、イシム川や他の河川流域に分散された。これらの沖積層地質には

ローム、砂質ローム、砂が含まれる。河川付近には粘土、岩も散在している。

　気候は典型的な大陸性気候で夏と冬、昼と夜の気温差が大きい。６月～８月の夏季の平均気

温は20℃、12月～２月の冬季にはマイナス10℃以下となる。1990年から1999年の年間平均降

雨量は315㎜そのうちの100㎜は雪である。雪解け時には河川が増水する。湿度は低く年平均

67％である。

　主要河川が３本あり、市中心部を流れるイシム川、南部を流れるヌラ川、北部のセレティ川

である。

　人口は1999年時点では約30万人であるが、JICA開発調査マスタープラン（M／P）では2005

年に40万人、2010年に49万人、2020年に69万人になると予測している。
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　アスタナ周辺ではかって広範な農業が行われていたが、独立後の安定市場の喪失、農地の私

有化、燃料費の増大などで生産活動はすたれ、農地は荒廃している。

　イシム川を挟んで右岸に旧市街地、左岸は現在、小村落、牧草地、沼地であるが、新市街地

として西部を政府関連施設・商業・住宅地、東部を森林保護地域とする都市計画にそって開発

を進めている。街は建設ラッシュで新しいビルと古い建物が混在しているが、道路は広く建物

の間隔も離れており、全体的にゆったりした印象を与える。町の中心を流れるイシム川沿いは

憩いの場として計画されており、整備は進み美しい景観が出現している。

２－２　各分野の現状と課題

（１） 上下水道事業概要

　アスタナの上水道は1950年代から市内30の井戸を水源として供給されていた。しかし水量

の限界と水質（特に硬度、塩素）が悪いため、1960年代に表流水を原水とする都市型上水道と

して整備された。

　下水道は1959年に下水管渠整備が始まり順次拡張してきたが1970年に下水処理場ができる

まで汚水は無処理でイシム川に放流されていた。同時期に１部に分流式が採用された。

１）　現　状

　上下水道事業はアスタナ政府（Akimat）が施設を所有し、新規開発・大規模改修の責任を

もっている。日常の維持管理（施設管理、料金徴収）及び小規模補修はアスタナ上下水道公社

（ASA）が実施している。ASAは独立採算制による事業運営を行っている。なお、雨水排水

はアスタナの公営企業「ゴルコムホス」が運営している。

　ASAの年間収入及び支出は2000年度で収入10億8,300万TG、支出11億TG、損失額1,700

万TGと報告されている。赤字分はアスタナより補助を受けている。2001年12月に料金改定

が行われて（JICA専門家報告書）、財務状況は改善されたという。下水道料金も徴収してお

り、その収入は水道料金収入の２分の１となっている。上下水道の維持管理費用のうち34％

は燃料費、30％は人件費となっている（JICA F／S報告書より）。

　平均上下水道料金は現在40.54TG／ｍ３であり、2001年12月に30TG／ｍ３から値上げをし

た。料金の回収率は60％程度である。

　ASAの職員数は902人（1999年）で、職員１人当たりの給水人口は350人で他の途上国と比

較しても低く効率的な経営がなされていないことを示している。

２）　課　題

　近年料金改定の努力はしているが、完全な独立採算にはいたっていない。今回の円借款に

ついてはアスタナに返済責任があり、ASAは与えられた業務範囲のなかでは健全経営をし

ていると判断している。ASAの運営責任者は「経営改善」の意義に対する理解が薄く、アス
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タナからの理解も得ることが必須である。

（２） 上水道の現状と課題

１）　現　状

　水道の給水状況は下表のとおりで市内100％の普及率であるが、漏水、水の浪費が多い。

　市内主要３河川のうちヌラ川は1991年に水銀汚染が発覚し利用をやめている。

２）　課　題

　最大の問題は漏水と水の無駄使いである。漏水は管の老朽化が原因だが、無駄使いはメー

ター設置率が低く、定額料金制度を採用していることによる。使った水量が金額に反映され

ないため浪費傾向があるものと思われる。水源の有効利用、収入の健全化のために無駄な水

の消費や漏水は早急に改善する必要がある。

　施設に関しては取水施設のポンプが老朽化し効率が非常に悪い。したがって需要に見合う

取水が将来的に保証できない。老朽化した導水管は水圧を保持できず送水に支障を来してい

る。

　浄水場は全体的に老朽化し、浄水能力も落ちている。特にろ過池Ⅰ系統の機能が悪い。ま

たフロック形成池、沈殿地がコンクリートで蓋をされており、水処理状況の把握ができな

い。洗浄排水、沈殿汚泥は処理施設がなく河川に無処理で放流されており、汚染源となって

いる。既存施設容量は将来需要に対応できない。

項　　　目 数　　　値 摘　　　要
給水人口 300,800人 登録人口200，000人
給水率 ほぼ100％ 26.8％は共同水栓

給水量
平均131,000ｍ３／日
最大150,581ｍ３／日

1999年浄水場実測値
1999年３月

１人当たり水使用量 平均240リットル／日（推定） 欧州平均150リットル／日

無収水率 44％
漏水率26％、料金の未回収率が18％、
有収率の内20％は無駄水率

メーター設置率 26％

水源
ヴァチェスラフスキー貯水池
（有効貯水量３億6,000万ｍ３）

緊急用、工業用にイシム川から取水。
１部地域に地下水

取水能力 196,560ｍ３／日
現状は150,000ｍ３／日
ポンプ３台

導水管 φ1,000㎜×51㎞×２ 鋼管（1967年、1988年）
浄水能力 165,000ｍ３／日 急速ろ過方式
配水施設 ポンプで市全体に配水
配管総延長 489㎞ 管材質は鋳鉄管64％、鋼管34％
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（３） 下水道の現状と課題

１）　現　状

　排水処理区域は市の中心部3,500haで各家庭からの汚水は下水管渠から処理場に集められ

る。その他の地域は汚水溜や浄化槽を利用し、民間会社が汚水を回収に廻り、幹線の３か所

で回収した汚水を放流している。その人口はアスタナの約30％である。下水道の概要は下表

のとおりである。

２）　課　題

　下水処理場はコンクリート躯体や電気・機械装置が老朽化しているにもかかわらず適切に

運転されており、職員の丁寧な維持管理作業がうかがえる。しかし、部分的にポンプは限界

にきており、最初／最終沈殿池の不足、汚泥処理が不十分などの問題を抱えているため施設

の改修、部分的増設が必要である。2010年までの需要増加（11万2,200ｍ３／日）に対しては

現在の容量で対応できるため拡張の必要はない。

　下水管渠に関しては老朽化による破損事故が多く、マンホール蓋の損傷や紛失により、土

砂が流入して閉塞したり、逆に雨水が流れこんでいるため改修や布設替えが必要である。ま

た、下水管への接続率を上げること、農業利用も含めた処理水の最終放流先を選定すること

も今後の課題である。

２－３　調査の基本方針

　本調査は、2002年５月22日に署名・交換された実施細則（S／W）及び協議議事録（M／M）に基づ

き実施される。調査の対象範囲は、国際協力銀行（JBIC）円借款事業対象範囲を基本とする後述の

詳細設計及び入札図書（案）の作成である。基本的にJBIC円借款対象範囲外の調査は行わないもの

とする。また、既調査で確認済事項であっても、修正・変更の必要性が認められものについては

JICA及びJBICの双方と協議のうえ、対応を検討するものとする。

項　　　目 数　　　値 摘　　　要
下水処理能力 136,000ｍ３／日

下水処理量
平均  86,942ｍ３／日
最大 103,891ｍ３／日

1999年、活性汚泥法、汚泥天日乾燥

汚泥負荷量
BOD  15,600 ㎏／日
SS  17,600 ㎏／日
COD  34,800 ㎏／日

処理水の放流先 タルデコル貯留池
そこで、さらに自然浄化される。
水位が上がる融雪時には傍の湿地帯に放流。

下水管渠総延長 306㎞
市内に15の幹線
管種は鋳鉄管、アスベストセメント管、陶管、
鉄筋コンクリート管、鋼管等

ポンプ場 32か所
マンホール 5300か所
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　なお、本調査の実施にあたっては、カザフスタン側への技術移転に配慮することとし、調査業務

の計画・実施はカウンターパートと十分な協議・打合せのもとに行うこととする。

　また、調査において使用される各種のデータ及びその手法が調査終了後にカザフスタン側で活

用可能となるように調査方法を工夫するとともに、調査期間中の技術移転のために必要となるプ

ログラムを調査工程に含めることとする。

２－４　調査対象範囲

　本件調査の対象範囲は「JICA F／S本件対象部分」及びJBICによるFact Finding Mission、

Appraisal Missionによる調査結果を基本とする以下の施設の詳細設計及び入札図書（案）の作成と

する。以下の諸元・仕様は現時点での想定であり、設計に伴い確定するものとする。

（１） 取水施設（ヴァチェスラフスキー貯水池）

１）　取り付け道路　480ｍ

２）　取水構造物新設

３）　取水ポンプ室新設（10ｍ×30ｍ×34H）　１式

４）　取水ポンプ新設（35ｍ３／min×57mH×470kw）　５基

５）　導水管改修（φ1000㎜鋼管２条）7.5㎞×２＝15㎞（既存延長は51㎞×２条）

（２） 浄水場新設（急速ろ過法 日最大給水量100,000ｍ３／日）

１）　着水井 （B６×L4.2×H５ｍ） ２池

２）　急速攪拌池 （B4.2×L4.2×H５ｍ） ２〃

３）　フロック形成池 （B９×L12×H3.7ｍ） ６〃

４）　沈殿池 （B９×L50×H４ｍ） ６〃

５）　急速ろ過池 （B5.8×L12.6×H7.6ｍ） 12〃

６）　塩素混和池 （B３×L3.9×H56.5ｍ） ２〃

７）　逆洗浄排水池 （B14×L29×H３ｍ） ２〃

電気・ポンプ室 １式

ポンプと操作盤 （Q＝10.0ｍ３／min） ２基

８）　汚泥濃縮槽 （Dφ21.6×H3.5ｍ） ２池

電気ポンプ室 １式

ポンプと操作盤 （Q＝1.24ｍ３／min） ２基

９）　天日乾燥床 （B21×L39×H１ｍ） ９池
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10）　排水貯留槽 （B９×L42×４ｍ） １池

電気ポンプ室 １式

ポンプと操作盤 （Q＝1.0ｍ３／min） ２基

11）　管理棟 （B15×L60×H12.5ｍ） １式

12）　水質試験室と分析器具 １式

13）　配水ポンプ室 （B12×L66×H12.9ｍ） １式

配水ポンプ （φ450㎜×33ｍ３／min） ３基

　　〃 （φ400㎜×16.5ｍ３／min） ２基

14）　場内連絡管

PVC φ200㎜×1,470ｍ、φ250㎜×690ｍ

DIP φ450㎜×1,030ｍ、φ700㎜×760ｍ、φ1,000㎜×490ｍ、

φ1,100㎜×960ｍ、φ1,400㎜×650ｍ、φ1,600㎜×920ｍ

φ1,800㎜×1,230ｍ

（３） 配水施設

１）　配水管　布設替

DIP φ100㎜×10,000ｍ、DIPφ200㎜×52,000ｍ、

DIP φ300㎜×21,000ｍ、DIPφ500㎜×16,000ｍ

２）　道路復旧 １式

３）　配水本管 DIP φ1,000㎜15㎞

（４） 水道メーター

１）　各戸水道メーター 152,000個

２）　大口径水道メーター 　1,900個

（５） 下水処理場

１）　第12流入ポンプ場

バイパス管布設替え　φ1,400㎜×100ｍ、

分水槽の再建設　B２×L４×H７ｍ、

ポンプ場建物の修理、16㎜スクリーンの取り替え３基、

スクリーン操作施設の取り替え　１基、

ポンプの取り替え　Q＝27ｍ３／min×２台、Q＝54ｍ３／min×２台
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２）　沈砂池の再建設　（B15.4×L25.3×H6.2ｍ）　２池

スクレパーとポンプ付除砂装置、洗浄装置と有機物返送ポンプ、超音波深度計

３）　最初沈殿池の新設（Dφ28×H3.5ｍ）　２池

スクレーパー付排泥装置（D28ｍ）、

４）　既設最初沈殿地の修理　１式

分配槽、スクレパー付排泥装置の取り替え　２基

５）　最初沈殿汚泥ポンプ場

建物の修理１式、汚泥ポンプの取り替え（Q＝1.33ｍ３／min）　４基

６）　エアレーションタンク（コンクリート補修）　１式

７）　エアーブロー室

建物の修理１式、エア・ブロワーの取り替え（20,000Nｍ３／h）　５基

８）　返送活性汚泥ポンプ場新設（B6.5×L18.9×H6.8ｍ）　１式、

返送汚泥ポンプ（Q＝15ｍ３／min）　５基

９）　最終沈殿池新設（Dφ28×H3.5ｍ）　２池

スクレーパー付排泥装置（D28ｍ）

10）　既設最終沈殿池の修理　１式

分配槽１式、スクレパー付排泥装置の取替え　２基

11）　第13処理水吐き出しポンプ場修理　１式

ポンプの取替え　Q＝27ｍ３／min２台、Q＝54ｍ３／min２台、Q＝1.33ｍ３／min２台

12）　汚泥濃縮タンクの修理　１式

分配槽修理　１式、既設タンクのカバー取り替え　１式、

スクレーパー付排泥装置（D20ｍ）の取り替え　２基

13）　濃縮汚泥ポンプ場の修理　１式

汚泥ポンプの取り替え　Q＝1.33ｍ３／min　４台

14）　ベルトシックナ―場の新設（B12.6×L20.9ｍ）　１式

ベルトシックナー（80ｍ３／h）　新設３基

15）　混合汚泥貯蔵タンクの新設（D11.1ｍ）　２池

水中ミキサー（５kw）　２基

16）　消化タンクの新設（D19.1ｍ）　１式

既設消化タンクの修理、設備の取り替え等　１式、

17）　ボイラー室の修理１式

ボイラーの取り替え（4.5ｔ／h）　１基
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18）　機械脱水機場の新設（B27×L22ｍ）　１式

機械脱水機　１式、

19）　場内連絡管

PVCφ150㎜×1,250ｍ、φ200㎜×1,150ｍ、DIPφ700㎜×1,350ｍ、

CIPφ1,200㎜×140ｍ、CSPφ1,500㎜×310ｍ、CSPφ1,800㎜×140ｍ、

20）　運転・監視システム　新設１式

（６） 下水管渠及びポンプ場

１）　ポンプ場の改修 17か所

２）　ポンプの取り替え 48基

（Q＝１ｍ３／min×８、Q＝２ｍ３／min×12、Q＝４ｍ３／min×５、

Q＝６ｍ３／min×２、Q＝８ｍ３／min×８、Q＝12ｍ３／min×３、

Q＝15ｍ３／min×４、Q＝30ｍ３／min×４、Q＝50ｍ３／min×２）

３）　既設管の取り替え20,500ｍ

PVC φ150㎜×5,100ｍ、φ200㎜×3,800ｍ、φ250㎜×700ｍ、

DIP φ300㎜×4,100ｍ、φ500㎜×1,600ｍ、φ700㎜×1,100ｍ、

RCP φ300㎜×600ｍ、φ600㎜×1,500ｍ、φ800㎜×2,000ｍ

４）　道路復旧 2,800ｍ

５）　マンホールの改修 １式

マンホール鉄蓋の取り替え 5,300個

（７） 運転維持管理機材１式

２－５　調査項目とその内容

（１） 調査対象地域及び相手国受入機関

１）　調査対象地域

　アスタナ市域及びアスタナ東約50㎞　Vyacheslavsky取水堰（目標年次2010年時点人口約

49万人）とする。

２）　相手国受入機関

　首都開発公社（Capital Development Corporation：CDC）

　アスタナ上下水道公社（Astana Su Arnasy：ASA）

　アスタナ政府（Astana City Government：Akimat）
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（２） 調査内容

＜国内準備作業＞

１）　既存資料の整理・分析

　事前調査団の収集した資料を含む既存の関連資料、次の①～③の調査対象地域における

関連計画及び関連情報を整理・分析する。

①　カザフスタン国アスタナ新首都総合開発計画（JICA／2001年７月）

②　カザフスタン国アスタナ上下水道整備計画F／S調査（JICA／2001年３月）

③　カザフスタン国アスタナ上下水道整備計画円借款アプレイザル調査（JBIC／2002年１

月）

２）　調査の基本方針、方法、工程・手順等の検討

　関連資料・情報の検討結果を踏まえ、実施調査の基本方針、方法、項目と内容、工程・手

順・実施スケジュール等を検討する。

３）　インセプション・レポートの作成

　上記内容を取りまとめて、インセプション・レポート（IC／R）を作成する。

＜第１次現地調査＞

４）　インセプション・レポートの説明・協議

　先方政府関係者に対しインセプション・レポートを提出し、説明及び内容に関する協議を

行い、同レポートの内容について合意を得る。

５）　関連資料・情報の収集・検討

　本件調査実施に必要で、かつ国内準備作業にて確認できなかった関連資料・データを収集

するとともに、関係者に対するヒアリング及び現地踏査を行い、詳細設計対象範囲及び設計

仕様について再確認する。対象内容に変更が必要な場合は、JICA及びJBICとも協議のう

え、対応する。

６）　自然条件調査（現地再委託）

　上下水道施設整備計画対象地域での地形状況・地質状況・水質状況などを明らかにするた

めに、本件調査実施に必要とされる資料を収集するとともに次の ①～⑤を実施する。なお、

自然条件調査は、ローカルコンサルタントへ再委託する。

①　地形測量

ａ．目的

　フィージビリティ・スタディ（F／S）時に対して、対象地域での地形状況をより詳

細に把握し、本計画の基礎資料として供するとともに、関連施設の基本設計、実施設

計、数量計算に使用する。
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ｂ．調査数量

［平面測量　縮尺500分の１］

・取水堰　　　　　測量範囲　3.6ha（120ｍ×300ｍ）

・浄水場　　　　　測量範囲　1.8ha（60ｍ×300ｍ）

［平面測量　縮尺200分の１］

・送水管伏越部　　測量範囲　1.2ha（60ｍ×200ｍ）

［中心線測量］

・付替配水管路上　測点間隔　100ｍごと、総延長　100㎞

・新設配水管路上　測点間隔　100ｍごと、総延長　15㎞

・付替導水管路上　測点間隔　100ｍごと、総延長　15㎞

・付替下水管路上　測点間隔　100ｍごと、総延長　25㎞

［道路断面測量　縮尺200分の１］

・付替配水管渠及び下水管渠通過断面　400か所

ｃ．成果

　測量図面　各一式

②　地質調査

ａ．目的

　施設の新設を予定している対象地域での地質状況を把握し、本計画の基礎資料として

供するとともに、関連施設の基本設計、実施設計、数量計算に使用する。

ｂ．調査数量

・取水堰ボア孔数 ２か所、総延長　40ｍ

・浄水場ボア孔数 ８か所、総延長　120ｍ

・下水処理場ボア孔数 ５か所、総延長　60ｍ

・送水管伏越部ボア孔数 ２か所、総延長　30ｍ

ｃ．成果

　地質柱状図、地盤強度、水位

③　水質調査

ａ．目的

　調査対象地域での水質状況を把握し、本計画の基礎資料として供するとともに、関連

施設の基本設計、実施設計、数量計算に使用する。

ｂ．調査の方法

　検査項目は少なくとも日本の水道水質基準、水質汚濁防止法による排水基準、下水道

法による放流水質基準項目について網羅する。
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ｃ．調査数量（乾期と雨期の各１回実施）

・取水地点サンプル数 ２か所　上層、下層

・浄水場　サンプル数 １か所　浄水

・下水処理場サンプル数 ２か所　流入下水、放流水

・下水放流先（イシム川、タルディコル湖） ２か所

④　汚泥調査

ａ．目　的

　既設下水処理場で排出される汚泥性状を分析し、汚泥処理施設設計に必要な基礎デー

ターを得る。

ｂ．調査内容

　粒度組成、含水率、土粒子比重、強熱減量、COD、沈降試験、脱水試験

ｃ．調査数量

　雨期・乾期の２回最終沈殿汚泥について上記試験内容で実施

⑤　土壌調査

ａ．目　的

　上水道管網布設地域の土壌の腐食性を調べ、管種決定や防食装置等設計の資料とす

る。

ｂ．調査内容

　PH値、非抵抗、酸化還元電位、水分、硫化物

ｃ．調査数量

　地域を分けて10か所

７）　施設現況調査（現地再委託）

①　既設管試掘調査

ａ．目　的

　調査対象地域の既設管の位置、深さ、接続状況、管種、口径を確認し、関連施設の基

本設計、実施設計、数量計算に使用する。

ｂ．調査方法

　１か所、幅1.5ｍ×長さ２ｍ×３ｍ（深さ）程度の掘削をして確認

ｃ．調査数量

・導水管路 ６か所

・給配水管路 20か所

・浄水場内 15か所

・下水処理場内外 10か所
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・下水管路 12か所

計 63か所

②　マンホール現況調査

ａ．目　的

　調査対象地域5,300か所のマンホールの現況を調べ、改修必要数、改修内容を決定す

る。

ｂ．調査方法

　目視、実測、一部掘削など

ｃ．成　果

　改修必要マンホール数と改修内容

８）　基本設計

　以下の項目について基本設計を行う。なお、基本設計のうち、カザフスタン側の設計基準

による確認、現況調査、図面作成補助及び概算事業費積算については、現地業者への再委託

業務により実施する。

①　基本設計方針の設定（設計基準など）

　現地の関連設計基準を確認し、同基準に合致するよう設計を実施する。ただし、国際競

争入札に適うよう場合によっては同基準によらない設計もあり得るところ、その際は先方

実施機関と協議のうえ、適宜決定する。

②　取水施設新設

　新設に伴うVyacheslavsky湖周辺における環境影響について、自然条件調査などから十

分に検討のうえ、建設工法や施設仕様を決定するものとする。また、新設後の旧取水施設

の今後の活用方針についてもあわせて確認する。

③　浄水場新設

　既存の浄水場施設と整合性を図り、浄水場新設に係る基本設計を実施する。

④　配水幹線新設

　計画対象地域における既存管網図を作成し、新設する配水管の正確な位置を把握するも

のとする。また、配水管の仕様（材質、口径など）についても、既存配水管と整合性のある

ものとする。

⑤　導水管布設替

　既存の導水管と整合性のある仕様（材質、口径など）計画とする。

⑥　配水管路布設

　計画対象地域における既存管網図を作成し、取り替える配水管の正確な位置を把握す

る。また、配水管の仕様（材質、口径など）についても、既存配水管との整合性を図る。な
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お、配水幹線から各戸に分岐する取付管は本調査の対象外とする。

⑦　水道メーター調達・据付

　水道メーターの必要個数（種別）を再確認し、現地で維持管理が容易でかつ既存メーター

と整合性のある機材仕様を策定する。

⑧　下水処理場改修

　今回計画している下水処理方式がアスタナでは初めての方式となるところ、今後の運営

維持管理面からその技術的・予算的妥当性を再度検証する。

⑨　下水ポンプ場改修

⑩　マンホール蓋改修

　マンホール蓋の必要個数を再確認し、現地で維持管理が容易でかつ既存マンホールと整

合性のある機材仕様を策定する。

⑪　下水管渠付替

　計画対象地域における既存下水管網図を作成し、取り替える下水管の正確な位置を把握

する。また、下水管の仕様（材質、口径など）についても、既存下水管との整合性を図る。

⑫　維持管理機材調達

　先方実施機関の維持管理体制、予算、技術を勘案し、事業実施後必要となる維持管理機

材の選定及び仕様策定を行う。

⑬　概略施工計画

　各施工項目について資材計画、施工機械・設備、施工方法、仮設工、仮締切工、仮設物

（事務所、宿舎、電気、給排水設備等）及び環境対策工、工事工程（気候や実労働日確認）等

を検討しつつ、施工方法の基本計画を行い、報告書及び計画図を作成する。なお、既設施

設運転への影響を最小限となるよう配慮する。

⑭　概略事業費概算

　下記の費目ごとに概略事業費を積算する。

ａ．建設工事費

ｂ．設計監理費（入札手続補助、施工監理等）

ｃ．その他、必要経費（予備費、税金等）

９）　基本設計報告書の作成

　事業団、技術評価審査コンサルタント及び先方関係機関等のコメントを踏まえて、以下の

項目を内容とする基本設計報告書を取りまとめる。

・既存報告書等の検討結果

・設計条件／方針

・設計内容
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・維持、管理、運営計画に対する予備的な提案

・概略施工計画及び概略工程計画

・概略工事費

①　基本設計報告書の提出、説明及び協議

　作成した基本設計報告書を先方関係機関等に説明して合意を得る。

②　詳細設計確認計画書の作成

　基本設計報告書の協議結果に基づき、双方で詳細設計に対する認識を完全に一致させた

うえで、詳細設計確認計画書（Definitive Plan）及び設計細目の確認書を作成する。

　なお、基本設計で提案した設計計画に基づき、個々の設計条件の実際の詳細設計への対

応方法を明らかにし、詳細設計制約条件として先方関係機関等と確認、協議を行う。

10）　事前資格審査基準の設定

　８）の基本設計調査結果に基づき、円借款本体業務に係る事前資格審査基準（P／Q）の設定

を行う。

11）　財務・会計改善指導（その１）

　上下水道施設の運営・維持管理を実施するアスタナ上下水道公社（ASA）に対し、上下水

道料金設定や関連設備投資計画など財務・会計システムの改善に係る技術指導を実施する。

なお、指導方針としてはカザフスタン国アスタナ上下水道整備計画F／S調査（2001年３月、

JICA）の勧告及び関連短期専門家報告書（2002年３月、JICA）の勧告に基づき、計画的に実

施する。

12）　詳細設計（その１）

　基本設計を踏まえ、土木施設・設備について詳細設計を行う。同様に建築施設・設備につ

いても詳細設計を行いショップドローイングを作成する。なお、これらの詳細設計の一部は

現地業者への再委託業務により実施するものとする。

①　施工計画の策定

　施工計画を上水道整備計画と下水道整備計画に大別し、それぞれ資材計画、施工機械、

施工設備、施工方法、仮設工、工事用道路、仮設備（事務所、宿舎、電気、給水、衛生）、

工事工程について策定する。計画策定にあたってはカザフスタンの労働法規、規則、現地

での土木作業に対する規制などを考慮することとする。また、工事中の安全対策、断水対

策、騒音、煤塵、交通渋滞等について十分配慮のうえ、必要な対策を検討する。

②　資機材調達計画の策定

　資機材調達計画を上水道整備計画と下水道整備計画に大別し、JBIC借款契約の調達条

件を遵守しつつ策定する。
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③　建設計画の策定

　次の点に留意して建設計画を立案する。

・建設資機材の調達先

・建設設備

・建設ヤードの確保

・施工時のアクセス道路

④　運営・維持管理計画の策定

　先方関係機関等と協議し、運営・維持管理計画を作成する。

⑤　事業費積算

　詳細設計、施工計画に基づき、各工事区分ごとに工事費の積算を行う。単価の算定にあ

たっては、CDC、ASA、Akimatを含む先方関係機関と積算の前提条件・根拠等について

十分な協議を行うこととし、積算には以下の項目を含める。

ａ．材料費、労務費、機械経費、陸・海上運賃、保険料、その他必要な積算根拠

ｂ．作業効率、生産効率、歩掛りの検討

ｃ．現場管理費、一般管理費の算出

ｄ．工種、項目ごとの単価表の作成

ｅ．工事費の算定、工事管理業務費の算定

ｆ．発注者事務経費の算定

ｇ．用地建物等補償費の算定

ｈ．内貨、外貨の区分け

ｉ．税金の区分け

なお、積算にあたっては以下の点に留意する。

・積算の内訳として内貨、外貨及び税金の種分けを行う。

・単価の設定にあたっては先方実施機関と積算の前提条件、根拠等について十分に検

討、協議する。

・各種工事単価、間接工事費等の決定に際しては、事業団、技術評価審査コンサルタン

ト、先方実施機関と十分に協議を行ったうえで了解を得る。

・類似案件の建設単価及び建設機材を調査し、工事費の適正化を図る。

・JBICとの意見交換を実施する。

⑥　入札図書等案の作成

　入札図書（案）には以下の書類を含める。

　この作業の一部は現地再委託を可とする。

ａ．入札資格審査書
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ｂ．入札図書

ａ） 入札指示書

ｂ） 入札様式（入札書、合意書、入札保証書、履行保証書等）

ｃ） 数量計算書

ｄ） 契約約款一般条件書

ｅ） 契約約款特記条件書

ｆ） 一般仕様書

ｇ） 特記仕様書

ｈ） 入札図面

ｃ．工事費積算書

　なお、同一パッケージであっても、分割発注する場合には、工区に応じた数量表及び

入札図面を分冊にする。

　このほか、入札資格審査書評価指針案を作成するとともに、工事監理との業務区分を

明確にし、工事監理を行うコンサルタントと円滑な引継ぎができるように関連実施機関

と協議する。

⑦　事業実施計画の策定

　資金調達に必要なすべての項目を含む事業実施計画（Implementation Program：I／P）

を作成する。なお、I／Pには以下の項目を含める。

・プロジェクト概要

・プロジェクト実施に必要な全体事業費

・資金調達計画

・経済的、財務的健全性に関する記述

・全体施工計画（スケジュール）

・すべての構造物に対する施工方法と順序

・関連地図及び設計図面

13）　インテリム・レポートの作成・提出・協議

　詳細設計、施工計画、建設計画、運営・維持管理計画、事業費積算、入札図書等案、事業

実施計画等の第１次現地調査終了時点で完了している範囲について、事業団、技術評価審査

及びカザフスタン側と協議のうえ、インテリム・レポート（IT／R）に取りまとめるととも

に、カザフスタン側に説明／協議し、合意を得る。
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＜第２次現地調査＞

14）　詳細設計（その２）

　第１次現地調査に引き続き、12）の調査項目について詳細設計を実施する。

15）　財務・会計改善指導（その２）

　第１次現地調査に引き続き、11）の方針に則り技術指導を実施する。

16）　総合評価及び提言

　15）までの調査結果を総合し、事業に対する総合的な評価を行い、事業実施に向けて先方

政府が今後実施すべき事項、検討すべき事項等について提言する。

17）　ドラフト・ファイナル・レポ－トの作成

　全調査結果に基づき、ドラフト・ファイナル・レポート（DF／R）を作成する。全調査結

果をドラフト・ファイナル・レポートに取りまとめる。ドラフト・ファイナル・レポートは

以下の項目を含める。

①　主報告書

ａ．F／S等既存資料の検討結果

ｂ．自然条件調査結果（地形測量、水質調査など）

ｃ．基本設計報告書

ｄ．実施設計報告書

ｅ．施工計画／事業費積算

ｆ．事業実施計画

ｇ．全構造物の設計図面

②　設計計算書

③　入札資格審査書

④　数量計算書

⑤　工事費積算書

⑥　入札図書案

ａ．入札指示書

ｂ．入札様式（入札書、合意書、入札保証書、履行保証書）

ｃ．契約一般条件書

ｄ．技術仕様書

ｅ．数量明細書

ｆ．入札図面

18）　技術移転セミナーの開催

　本件調査の結果を踏まえ、先方関係者に広く技術移転を行うため技術移転セミナーを実施
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する。参加者については、100名程度を想定する。内容については、浄水・送水・下水施設

の維持管理技術等を含め、先方関係機関の意向も確認のうえ決定する。

＜第１次国内作業＞

19）　ファイナル・レポート作成・提出

　ドラフト・ファイナル・レポートに対する先方政府からのコメントを検討のうえ、必要個

所について改訂を施し、これをファイナル・レポート（F／R）として取りまとめる。

２－６　調査工程と要員構成

（１） 調査工程

　調査は、原則として平成14年８月下旬に開始し、約17か月後の終了をめどとする。

凡例 IC／R：Inception Report

BD／R：Basic Design Report

IT／R：Interim Report

DF／R：Draft Final Report

F／R：Final Report

（２） 要員構成

　次の24分野について要員を派遣するものとする。

１）　総　括

２）　副総括／上水道計画

３）　取水施設設計

４）　浄水場設計

５）　上水道管渠設計１

６）　上水道管渠設計２

７）　上水道機械設備設計
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８）　上水道電気設備設計

９）　副総括／下水道計画

10）　下水処理場設計

11）　下水道管渠設計

12）　下水道機械設備設計

13）　下水道電気設備設計

14）　遠隔操作・監視システム

15）　施工計画・積算１

16）　施工計画・積算２

17）　機器計画

18）　建築設計

19）　環境影響評価

20）　土質

21）　入札書類１

22）　入札書類２

23）　維持管理機材

24）　財務・会計

２－７　調査実施上の留意点

（１） 円借款事業連携の留意点

１）　カザフスタン大蔵省の継続関与の確保

　「１－３協議の概要」でも前述したとおり、先方大蔵省は免税条項の責任問題を回避すべく

「当該連携実施設計調査は技術協力案件であるため当省は関係ない」との態度に今次調査中に

転じた経緯がある。本件調査は文字どおり円借款案件であり、円借款のための調査であるこ

とから借款業務を所掌する大蔵省の継続的な関与は節目節目で確保していく必要がある。公

式文書などは必ず大蔵省からの署名を取りつけることが不可欠である。

２）　ASAに対する会計・財務改善指導

　円借款事業終了後、上下水道施設の管理者であるASAによる適切な維持運営管理が求め

られる。他方、ASAの維持運営管理体制についてはJICA F／S報告書でも指摘されている

とおり、料金設定など会計・財務の面で改善すべき項目が多いと判断される。これまで短期

専門家を派遣するなど技術指導を行ってきたが、財政赤字を市政府からの補填で補うという

従来方針に依拠し、来る独立採算性に不安を残している。実施設計業務とは異なるが、継続

的な技術指導という観点から係る要員を配置している。なお、本連携実施設計調査終了後
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も、本体事業の施工監理コンサルタントの一員としても、「会計・財務改善」指導を実施する

予定であることもJBICより確認している。

３）　事前資格審査基準（P／Q）

　通常、実施設計調査終了時点にP／Q設定を行うことになっている。しかしながら、調査

終了を待ってP／Q審査を実施した場合、実施設計調査から入札まで時間を要することが見

込まれ、新首都整備を急ぐカザフスタン側からP／Q審査の前倒しを強く要望された経緯が

ある。これを受けて、JICAはJBICと協議のうえ、基本設計策定段階においてP／Q設定を

行い、実施設計調査と並行してP／Q審査を行うこととしている。

（２） その他の留意点

１）　調査実施にあたって、カウンターパート機関がCDCになっているが、実際技術的な事項

に関し、調査・協議していくのはASAになる。しかし今回のS／W協議でも双方の認識の違

い、情報が共有できていないことが多々あった。既に合意していることも蒸し返しがあり、

本格調査の初期段階で、まず十分な話し合いをもうけ、共通認識を図る必要があるだろう。

２）　本件調査の実施機関はCDC、ASA、Akimatの３者である。この３者間の連絡は必ずしも

緊密とはいえず、３者に了知してほしい事項などがあれば３者より直接確認する必要があ

る。また、３者間の関係も微妙なバランスのうえに成り立っており、協議の進め方には注意

が必要である。例えば、CDCが３者間の調整機関として指定されているが、CDCが技術的

な裏づけもなく独断で判断してしまうことも散見されることから、留意しなければならな

い。

３）　ASAとの協議のなかで最新技術を導入したい旨、示唆があった。最新技術に対する憧憬、

またF／Sにおいて低コスト・従来技術を選んだことに対するASAの不満も感じられた。い

うまでもないが最適技術が高度技術ではないということを理解してもらうことが不可欠であ

る。

４）　ASA総裁は「円借款の借り手はアスタナ市であり、ASAに返済義務がない。現在は健全経

営が実現しているので日本の財務改善援助は必要ない」という意見を披瀝した。円借款が

ASAの経営に影響を及ぼさないのかどうかという事実関係を整理し、十分協議のうえで財

務改善の重要性を認識してもらう必要がある。

５）　調査団の執務スペースはF／S時と同様にCDCの１階に６部屋約300ｍ２用意できることを

確認した。ただし、ASAのカウンターパートとの円滑な協力を進めるためにはASAにも執

務室を設ける必要があると考えられる。

６）　例年11月中旬から４月まで雪で野外作業（掘削等）は難しいとのことから、現地の気候に

十分配慮した作業工程を組む必要がある。
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